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定期監査結果報告書の提出について 

 

 地方自治法第 199 条第 4 項の規定により、「地域福祉高齢課」の定期監査を実

施したので、同条第 9 項の規定により監査結果に関する報告書を提出する。 
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定期監査結果報告書 

 

第１ 監査の概要 

１ 監査の対象 

    「地域福祉高齢課」における平成２８年４月１日から平成２８年１０

月末日までの財務に関する事務の執行と重点項目として「地域支援事業」

について、都市監査基準（平成２７年８月２７日全国都市監査委員会制

定）に準拠し監査を行った。 

    地域福祉高齢課は、課長以下職員６名、嘱託員６名、補助職員３名で

次の事務を行っている。 

 

     （1） 福祉事務所に関すること。 

     （2) 行政相談に関すること。 

     （3） 人権擁護、保護司に関すること。 

     （4） 日本赤十字社、献血推進協議会に関すること。 

     （5） 遺族、恩給、特別弔慰金及び戦傷病者等援護に関すること。 

      （6） 民生・児童委員協議会に関すること。 

      （7） 災害救助、災害相談に関すること。 

      （8） 老人福祉に関すること。 

      （9） 介護保険、地域支援事業に関すること。 

     （10） 介護保険認定調査に関すること。 

     （11） 介護予防事業・総合事業に関すること。 

     （12） 福祉センター、老人福祉センターの管理運営に関すること。 

     （13） 老人クラブ、敬老会に関すること。 

     （14） 社会福祉法人の認可、監査に関すること。 

     （15） 生活支援事業・協議体に関すること。 

     （16） 見守りネットワークに関すること。 

     （17） シルバー人材センターに関すること。 

 

２ 監査の実施場所及び日程 

   瑞穂市役所 

平成２８年１１月２８日（月） 

 

３ 実施した監査手続 

    監査の対象となった財務に関する事務の執行及び地域支援事業の状況

について、提出された資料を基に、通常実施すべき監査手続を実施した。 
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（３）瑞穂市地域介護予防活動支援補助金について 

瑞穂市地域介護予防活動支援制度とは、高齢者の身近な所に介護予防

に取り組める場を増やし、高齢者の健康の維持増進を図るため、住民主

体で結成された介護予防に取り組む団体に対し補助金を交付することを

趣旨として平成２８年度から始まった支援制度である。報償費や印刷製

本費などが対象となり、平成３０年３月３１日までを補助期間とし、初

年度は５万円、次年度は３万円が補助限度額となっている。 

平成２８年１０月末現在において交付を決定した団体数は、５団体で

ある。 

   

３ 老人福祉センターについて 

    老人福祉センターの概況は、次のとおりである。 

 

名称 老人福祉センター 

所在地 田之上 597 番地 

土地 1,849.55 ㎡ 

建物 906.74 ㎡ 

竣工年月 昭和 57 年 3 月 

施設内容 
集会運動指導室、図書室、栄

養指導室、教養娯楽室など 

 

 ４ 地域福祉高齢課に対する結果と意見 

番号 内 容 監査の結果 監査の意見 

１ 

居宅介護者慰

労事業助成金

について 

 規則によると当事業

の目的は「居宅におい

て、ねたきり・認知症

の状態にある高齢者の

介護者に対し助成する

ことで、介護者の労を

ねぎらう」ことである

が、居宅においてのみ

介護する場合には助成

を受けることができな

い。 

現在の制度では、短期入所サー

ビスを利用せず居宅においてのみ

介護する場合は一切助成されず、

介護者の労をねぎらうことを目的

とする趣旨に反している。他市町

の助成方法を参考にし、例えば短

期入所サービスの利用の有無に関

わらず定額で助成するなど、居宅

にて介護している方へ公平に助成

できるよう規則の見直しを図り、

目的に適合した事業となるよう検

討していただきたい。 

２ 

地域介護予防

活動支援補助

金について 

住民主体で結成され

た地域のグループや市

民団体が、健康の維持

増進に取り組む活動を

応援し、支え合う地域

づくりを目指し設けら

れた制度ではあるが、

社会福祉協議会で助成

しているふれあい・い

担当課によると社会福祉協議会

で助成しているふれあい・いきい

きサロンに比べ、地域が限定され

ないことや月２回以上の介護予防

活動を行うことなどに違いがある

との回答であった。しかし、類似

した制度を設けることは利用者に

とってわかりにくい。既存のふれ

あい・いきいきサロンの充実化を
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きいきサロンとの違い

が明確ではない。 

図り、効率的に地域介護予防活動

を支援するために、補助制度を精

査していただきたい。 

当制度に限らず、各課・各組織

が互いに連携を密にし、市の福祉

事業全体を考えて運営していただ

きたい。 

３ 
老人福祉セン

ターについて 

ウォータークーラー

が、階段下の人目につ

かない場所に設置され

ていた。 

 より多くの人にウォータークー

ラーを使用してもらえるようわか

りやすいところへ設置場所を変更

すべきである。 

給湯室には壊れて使

うことのできない冷蔵

庫が保管されているほ

か、空き室に何年も使

用されていない備品が

多数保管されていた。

 備品の確認を行い、不要な備品

は廃棄するなど適切な手続きを行

っていただきたい。 

浴室は「廃止」との

回答であったが、ホー

ムページ上には「休止」

と掲載されている。ま

た、老人福祉センター

条例施行規則にも浴室

に関する条文が残った

ままとなっている。 

 浴室を「廃止」したのであれば、

早急にホームページや老人福祉セ

ンター条例施行規則等の修正を行

い、周知すべきである。 

 また、浴室等の設備については

そのままとなっているが、今後新

地方公会計の導入が始まることか

ら、適切な資産管理に取り組んで

いただきたい。 

４ 

財政援助団体

等監査の措置

状況について 

平成２８年度に実施

した社会福祉協議会を

対象とした財政援助団

体等監査で、地域福祉

活動事業に関する補助

金等交付要綱の「人件

費」及び「活動費」の

内容等が曖昧であるた

め改正するよう指摘し

たが、いまだに方向性

を検討中との回答であ

った。 

担当課からは社会福祉法人制度

の改革等との兼ね合いや、他市町

村の要綱の制定方法などを参考に

するため、方向性を検討中との回

答であった。次年度の予算を積算

する時期を迎えていることから、

改正へ向けて早急に協議を進め、

毎年発生している多額の補助金返

還を二度と繰り返さないよう努め

ていただきたい。 

５ 

認知症サポー

ター等の役職

について 

認知症サポーター、

認知症支援推進委員、

社会福祉協力員、民生

委員、認知症初期推進

支援チーム、予防教室、

認知症カフェ等の多数

の役職や事業が存在し

ている。 

認知症施策への取組体制が構築

されつつある中、認知症サポータ

ーや認知症支援推進委員等の多く

の役職があり、名称だけではどの

ような活動を行っているかがわか

りにくい。 

それぞれの役割や事業の内容を

まとめた体系図等を作成し、ホー

ムページや広報紙等により周知を

図っていただきたい。 

 

以上 


